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介護職員処遇改善加算の趣旨

介護職員処遇改善加算については、介護職員の処遇改善が後退しないよう、現行の加算の仕組みは維持しつつ、更なる資質向上の取組、
雇用管理の改善、労働環境の改善の取組を進める事業所を対象とし、更なる上乗せ評価を行うための区分を創設することとされた。

【確認が必要な根拠法令、通知等】※大分県ホームページ上にも掲載していますので、算定を検討している場合は熟読してください。

① 各サービスの費用の額の算定に関する基準告示

・指定居宅サービスに要する額の算定に関する基準
・指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準
・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 等

② ①の基準告示に対する解釈通知

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導、及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定
居宅介護支援に要する費用の額に関する基準の制定に伴う実質上の留意事項について
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー
ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

③ 介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の例示について

※届出様式についても大分県ホームページでご確認ください。



各サービス毎の加算率

○加算算定対象サービス

○加算算定非対象サービス

加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ
・（介護予防）訪問介護

・夜間対応型訪問介護

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・（介護予防）訪問入浴介護 3.4% 1.9%
・（介護予防）通所介護 4.0% 2.2%
・（介護予防）通所リハビリテーション 3.4% 1.9%
・（介護予防）特定施設入居者生活介護

・地域密着型特定施設入居者生活介護

・（介護予防）認知症対応型通所介護 6.8% 3.8%
・（介護予防）小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 8.3% 4.6%
・介護福祉施設サービス

・地域密着型介護老人福祉施設

・（介護予防）短期入所生活介護

・介護保険施設サービス

・（介護予防）短期入所療養介護※老健

・介護療養型医療施設

・（介護予防）短期入所療養介護※病院等

・訪問型サービス（新総合事業） 8.6% 4.8%
・通所型サービス（新総合事業） 4.0% 2.2%

サービス区分
キャリアパス要件等の適合状況に応じた加算率

8.6% 4.8%

加算Ⅱより算出し
た単位
×０．９

加算Ⅱより算出し
た単位
×０．８

6.1% 3.4%

7.6% 4.2%

5.9% 3.3%

2.7% 1.5%

2.0% 1.1%

加算Ⅱより算出し
た単位×０．９

加算Ⅱより算出し
た単位×０．８

キャリアパス要件等の
適合状況に関する区分

加算Ⅰ：キャリアパス要件（①及び②）及び新しい定量的要件を満たす対象事業者
加算Ⅱ：キャリアパス要件（①又は②）及び既存の定量的要件を満たす対象事業者
加算Ⅲ：キャリアパス要件（①又は②）又は既存の定量的要件のいずれかを満たす対象事業者
加算Ⅳ：キャリアパス要件（①又は②）、定量的要件のいずれも満たしていない対象事業者

サービス区分 加算率

（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与、

特定（介護予防）福祉用具販売、（介護予防）居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援
0%



算定の要件

●介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）に要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金
改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

●指定事業所において、上記の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介
護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事等（各サービス・施設の指定権者）に届け出ること。この場合、特別な事情
に係る届出を行う場合を除き、賃金水準を低下させてはならない。

●介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。（基本給による改善が望ましい）

●当該指定事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県知事等（届出先）に報告すること。

●算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法、その他の労働に関す
る法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。

●当該指定事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。

【キャリアパス要件】

①介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めており、その賃金体
系について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知していること。

②介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及びa又はbに掲げる具体的な計画を策定し、当該計画に係る研
修の実施又は研修の機会を確保しており、このことについて全ての介護職員に周知していること。
a 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF-JT等）するとともに、介護職員の能力評価を行うこと。
b 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。

【職場環境等要件】

□新たな職場環境等要件 平成２７年４月から介護職員処遇改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した、介護職員の処遇改善の内容
（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。

□既存の職場環境等要件 平成２０年１０月から介護職員処遇改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した、介護職員処遇改善の内容
（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。

加算Ⅰ…●全て＋①及び②＋新たな職場環境等要件 加算Ⅱ…●全て＋①or②＋既存の職場環境等要件
加算Ⅲ…●全て＋①or②or既存の職場環境等要件 加算Ⅳ…●全て
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介護職員処遇改善加算の届出手続き １

【届出時期】

○ 加算の算定を受けようとする介護サービス事業者等は、算定を受ける年度の前年度の２月末日までに、介護サービス事業所等ごと
に、事業所の所在する都道府県知事等に提出する。

○ 新規指定事業所の場合
新規指定申請時に都道府県知事等に提出する。

○ 年度途中に算定を開始する場合
加算を取得しようとする月の前々月の末日までに、都道府県知事等に提出する。

〈平成27年度当初の特例〉
①平成27年４月より新たに算定を開始、又は加算の区分が変更となる場合
同年４月15日までに、都道府県知事等に提出する。
②平成27年度４月からも平成26年度に引き続き、同等区分の加算を算定する場合
同年４月30日までに、都道府県知事等に提出する。

※ 旧加算Ⅰ→新加算Ⅱ、旧加算Ⅱ→新加算Ⅲ、旧加算Ⅲ→新加算Ⅳの場合は②に該当

（提出先）※指定権者ごとに行います
・指定居宅サービス、指定介護予防サービス、介護保険施設サービス→ 大分県（大分市に所在する事業所は大分市）
・指定地域密着型サービス、新総合事業→ 各市町村

（複数の介護サービス事業所等を有する介護サービス事業者の特例）
・介護サービス事業所等を複数有する法人である場合、都道府県、市町村等の県域、市町村域を越えて所在する介護サービス事
業所等を複数有する法人である場合、介護職員処遇改善計画書を一括して（ひとつにまとめて）作成できる。
・しかし、届出は指定権者ごとに行うこととなる。

介護職員処遇改善加算の算定を行うには、以下の届出や提出が必要です。
・介護職員処遇改善加算の届出 （届出手続き１及び２参照）
・翌年度の介護職員処遇改善加算の届出 （届出手続き１及び２参照）
・介護職員処遇改善実績報告書の提出 （届出手続き３参照）
・介護職員処遇改善加算に係る変更届出書の提出 （届出手続き４参照）
・特別な事情に係る届出書の提出 （届出手続き５参照）



届出手続き １ （参考１）

【キャリアパス要件Ⅰについて】

キャリアパス要件Ⅰを選択する場合、下記３つの全てに該当することが必要です。

① 介護職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。
② ①に掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）について定めている。
③ ①及び②の内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。

①にある任用等の要件については、国Ｑ＆Ａで次のように示されています。

このため、例えば就業規則等中に「課長、係長、主任、副主任の職を設置し、理事長が任命する。」旨の記載があるのみの場合等は、任用
等の要件が定められていないと考えられます。事業所において、介護職員がどのような条件を満たせばその職位等を与えられるのかを就業
規則等で記載することをもって当該要件を満たすこととなります。

例えば、介護福祉士等の資格要件、経験年数、介護技術、研修受講歴、過去に従事してきた職務内容等の多様な要件があり、現
実的にはこれらが相互に関係し合う形式となることが想定される。

また、有期雇用契約を締結している職員やパートタイム職員を期間の定めのない正規雇用職員として雇用するに当たっての要件
を定めることもこれに当たる。
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届出手続き １ （参考３）
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【賃金改善に係る比較時点】

〈平成26年度以前に加算を取得していた場合〉
比較対象となるのは、次に掲げる①又は②
① 加算を取得する直前の時期の賃金水準（交付金を取得していた場合は、交付金による賃金改善の部分を除く。）
② 加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準（加算の取得による賃金改善の部分を除く。）

〈平成26年度以前に加算を取得していない場合〉
比較対象となるのは、加算を取得する月の属する年度の前年度の賃金水準

加
算

相
当
額

賃金改善

加算を算定し
ない場合
（元々の賃金
水準）の賃金

加算の算定
により賃金改
善を行った
場合の賃金

①加算を算定する直前の時期の賃金水準（交付金による賃金改善の部分を除く）
又は
②前年度の賃金水準（加算による賃金改善の部分を除く）

※元々の賃金水準のイメージ

ア①加算を算定する直前の時
期の賃金水準（交付金による
賃金改善の部分を除く）

又は

ア②前年度の賃金水準（加算
による賃金改善の部分を除く）

退職した
職員

前年度等
から勤務
している
職員

前年度等
勤務して
いない職
員

同種同等の職員
賃金水準

賃金水準

同種同等
の職員の
賃金水準

賃金水準 （→ 考慮しない）



届出手続き １ （参考４）
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【賃金改善の見込み額の算出方法】

以下①の計算により算出する。
①（賃金改善の見込み額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担分の増加分を含むことができる。））
＝（加算を取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金の総額）－（加算を取得していない場合の賃金の総額）

事務の簡素化の観点から、従来の加算Ⅰ（現加算Ⅱ）を取得していた介護サービス事業者等であって加算Ⅰを取得する場合は以下②
の方法による算出も可能である。

②（賃金改善の見込み額（当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担分の増加分を含むことができる。））
＝（加算Ⅰを取得し実施される賃金の改善見込額を加えた賃金の総額）－（加算Ⅰを初めて取得する月の属する年度の前年度の賃
金の総額であって、従来の加算Ⅰを取得し実施された賃金の総額）

※ただし、②により算出する場合、加算の見込額の計算方法が次のようになることに留意する。
（加算の見込額）＝介護報酬総単位数×（加算Ⅰに係るサービス別加算率－加算Ⅱに係るサービス別加算率）（１単位未満の端数
四捨五入）×１単位の単価

又は

現加算を算定している事業者が、新加算を算定する場合、次でも可※ 計画書における「賃金改善見込額」等のイメージ

12,000円相当

ⅰ

加算の算定によ
り賃金改善を
行った場合の賃
金の総額

ⅱ

加算を算定しない
場合（元々の賃金
水準）の賃金の総

額

②

賃金改善の見込
み額

①
加
算
の
見
込
額

①
加
算
の
見
込
額

②

賃金改善の見込
み額 ⅰ

加算の算定によ
り賃金改善を
行った場合の賃
金の総額

ⅱ

新加算を算定す
る前年度の現加
算による賃金改
善後の賃金水準
である場合の賃
金水準



9

書類記載時の留意点 （届出書） 事業所単位で届出する場合は別紙様式３
複数事業所を一括届出する場合は別紙様式４
誓約文面は一緒ですが、添付書類はそれぞれ異なります。

記載漏れがないように
してください。

記載漏れがないように
してください。

記載漏れがないように
してください。



10

書類記載時の留意点（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表）

該当するサービスの「介護職員処遇改善加算」の欄中、なし・加算Ⅰ・加算Ⅱ・加算Ⅲ・加算Ⅳのどれかに○をつけてください。（「介護職員処遇改善加算」
以外の加算の欄には記載しないでください。）
介護予防サービスがある場合は、別紙１－２についても確認し、○をつけてください。
介護職員処遇改善計画書が複数事業所を一括して作成していても、この様式はサービス種別ごとに必要です。
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書 その①）

介護職員処遇改善計画書は、事業所等情報、（１）賃金改善計画について 、（２） キャリアパス要件について、（３） 職場環境等要件について の４
項目を記載します。

介護予防ｻｰﾋﾞｽがある場合は、（介護予防）
○○○○と記載。

ｻｰﾋﾞｽ数が多くて記載できない場合は、「別紙
一覧表による」と記載

算定する年度を記載
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書 その②）

介護職員処遇改善計画書は、事業所等情報、（１）賃金改善計画について 、（２） キャリアパス要件について、（３） 職場環境等要件について の４
項目を記載します。

介護報酬総単位数（ｻｰﾋﾞｽ別の基本サー
ビス費に各種加算減算を加えた一月あた
りの総単位数）×ｻｰﾋﾞｽ別加算率×キャリ
アパス要件等の適合状況ごとに定める率
（加算Ⅲ：0.9、加算Ⅳ：0.8) （一単位未満の
端数は四捨五入）×10円を行い、賃金改
善期間月数分、合計したもの。

複数の介護サービスを一括で届け出る場
合も、それぞれのサービス区分ごとに単位
数を算定し、10円を乗じる。

⑨に記載された内訳を合算した数
字と合致するか確認を行うこと。
賃金改善の基準点は、参考３参照

基本給による実施が望ましいが、現段階では、他の給与項目でも差し支えない。賃金規程、給与規程
等に定められた賃金項目を特定したうえで改善を実施することになるため、増額若しくは新設する予
定である給与の項目の種類を記載すること（賃金規程等の添付を要する）。

原則4月から翌年3月（年度途中で加算算定を受けた場合は、当該加算を受けた月から翌年3月まで）※前年度の賃金改善実施期間と重複しないこと

対象者数、改善の時期、改善を行った給与項目、改善額（一人当たり平均）等を具体的に記載
すること（確認できない場合は、確認の連絡を行います）
（例）介護職員5人の基本給を平成27年4月～3月の間、一人あたり平均2,000円（月）改善する
（5人×12月×2,000円）

介護報酬総単位数（ｻｰﾋﾞｽ別の基本サービ
ス費に各種加算減算を加えた一月あたりの
総単位数）×（加算Ⅰのサービス別加算率
－加算Ⅱのサービス別加算率）（一単位未
満の端数は四捨五入）×10円を行い、賃金
改善期間月数分、合計したもの。

複数の介護サービスを一括で届け出る場合
も、それぞれのサービス区分ごとに単位数
を算定し、10円を乗じる。
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書 その③）

介護職員処遇改善計画書は、事業所等情報、（１）賃金改善計画について 、（２） キャリアパス要件について、（３） 職場環境等要件について の４
項目を記載します。

要件Ⅰに該当する場合は就業規則等根拠規定
により内容を確認します。
参考１を確認すること
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書 その４）

介護職員処遇改善計画書は、事業所等情報、（１）賃金改善計画について 、（２） キャリアパス要件について、（３） 職場環境等要件について の４
項目を記載します。
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書（事業所一覧表） 別紙様式２（添付書類①）

届出単位が複数事業所単位（一括届出）の場合に必要な書類です。

・介護予防サービスがある場合は、「（介護予防）○○○○」と記載すること。
・同じ事業所番号でもサービスの種類が異なる場合は、それぞれ記載すること。
・サービスの種類は4ページを参考に、正確に記載すること。
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書類記載時の留意点 （介護職員処遇改善計画書（都道府県状況一覧表） 別紙様式２（添付書類②）、（添付書類③）

届出単位が複数事業所単位（一括届出）の場合に必要な書類です。

都道府県ごとに内
容を記載します。

県内の指定権者ごとに内容
を記載します。
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介護職員処遇改善加算の届出手続き ２

【提出書類 （介護サービス事業所、施設ごとの申請の場合）】

①介護職員処遇改善加算届出書（別紙様式３）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（届出を行うサービスごとに必要）
③介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）
④就業規則
⑤賃金規程、給与規程（改善する給与項目に印をつける）
⑥前年度に労働保険料を納めたことを確認できる納入証明書や領収証等の写し及び労働保険関係成立届、労働保険概算・確定
保険料申告書等
⑦チェックリスト

【提出書類 （複数の介護サービス事業所、施設を有する法人が一括して処遇改善計画書を提出する場合）】

①介護職員処遇改善加算届出書（別紙様式４）
②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（届出を行うサービスごとに必要）
③介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）
④事業所一覧（別添様式２（添付資料１））
⑤都道府県状況一覧（別添様式２（添付資料２））
⑥市町村状況一覧（別添様式２（添付資料３））
⑦就業規則
⑧賃金規程、給与規程（改善する給与項目に印をつける）
⑨前年度に労働保険料を納めたことを確認できる納入証明書や領収証等の写し及び労働保険関係成立届、労働保険概算・確定保
険料申告書等
⑩チェックリスト

【留意事項】
・就業規則及び賃金規程については、前年度と賃金改善項目に変更がない且つ既に提出されている計画書添付書類に変更がない場
合は省略可。
・キャリアパス要件Ⅰにより届出を行い、任用等の要件を就業規則、賃金規定以外の根拠規定にて整備している場合にあっては当該
定の提出をすること。
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【実績報告】
各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、都道府県等（届出を行った各指定権者）に対して、別紙
様式５の介護職員処遇改善実績報告書を提出し、５年間保存する。

介護職員処遇改善加算の届出手続き ３

【提出書類】
①介護職員処遇改善実績報告書（別紙様式５）
②賃金改善所要額内訳表（別紙様式５－２）
③都道府県内事業所一覧表（添付書類１）
④介護職員処遇改善加算総額のお知らせ（国保連合会より送付されるものを該当月分添付すること。）
⑤チェックリスト

【届出時期】
各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに都道府県知事等に提出する。
例：27年度分の実績報告であれば、27年３月サービス提供分の支払いを５月に受けるため、７月末日が期限となる。

【提出書類（加算対象事業所が、都道府県又は県内の指定権者をまたぐ場合）】
①介護職員処遇改善実績報告書（別紙様式５）
②賃金改善所要額内訳表（別紙様式５－２）
③都道府県内事業所一覧表（添付書類１）
④介護職員処遇改善加算総額のお知らせ（国保連合会より送付されるものを該当月分添付すること。）
⑤チェックリスト
⑥都道府県状況一覧表（添付書類２） ※加算対象事業所が都道府県をまたぐ場合に添付
⑦市町村一覧表（添付書類３） ※加算対象事業所が県内の指定権者をまたぐ場合に添付
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介護職員処遇改善加算の届出手続き ３－２

【留意事項】
○賃金改善額＝（賃金改善期間中の賃金総額）－（賃金改善前の賃金総額）である
※ただし、平成26年度以前の加算を取得していた介護サービス事業者で、従来の加算Ⅰを取得していた事業者であって、加算Ⅰを取
得する場合には以下の通りとすることができる。
・加算の総額＝（加算Ⅰによる算定額）－（加算Ⅱによる算定額）
・賃金改善額＝（賃金改善期間中の賃金総額）－（加算Ⅰを初めて取得する月の属する年度の前年度の賃金の総額であって、従来の
加算Ⅰを取得し実施された賃金の総額）
○賃金改善額には、当該改善に伴う法定福利費等の事業主負担分の増加額を含めることができる（個人負担分の増額幅は含められ
ない）
○予め届け出ている賃金改善実施期間内の賃金による改善について報告すること（実施期間外、賃金改善以外の項目は実績報告対
象外）
○特に別紙様式５については、具体的な賃金改善の内訳が分かるよう、改善を行った給与項目ごとに、対象者の人数、改善額等を記
載すること。
○具体的な取扱いについては例年３月を目処に大分県ホームページにて案内をしている。
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【変更の届出】

届出書の内容、介護職員処遇改善計画書（キャリアパス要件及び職場環境等要件含む）、計画書添付書類に変更があった場合、次に
定める事項を記載し た変更の届出を行う。

① 会社法による吸収合併、新設合併等による介護職員処遇改善計画書の作成単位が変更となる場合の、当該事実発生までの賃金
改善の実績及び承継後の賃金改善に関する内容

② 別紙様式４により届出を行う法人について、新規指定や廃止等により介護サービス事業所に増減があった場合の介護保険事業者
番号、事業所等名称、サービス種別

③ 介護職員の処遇に関する内容について、就業規則の改正を行った場合の、改正の概要
④ キャリアパス要件等に関する適合状況に変更（キャリアパス要件等の適合状況ごとに定める率が変動する場合又はキャリアパス
要件Ⅰ及びキャリアパス要件Ⅱの要件間の変更に限る。）があった場合は、介護職員処遇改善計画書の内容

介護職員処遇改善加算の届出手続き ４

【提出書類】

〈共通〉
介護職員処遇改善加算に係る変更届出書（別紙様式７）
①から④の変更により、介護職員処遇改善計画書に変更が生じる場合は、変更後の介護職員処遇改善計画書

〈個別〉
①当該事実発生日までの賃金改善の実績及び承継後の賃金改善に関する内容が分かるもの（任意様式）
②なし
③当該改正の内容が分かるもの（任意様式）と改正後の就業規則
④なし
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【特別な事情がある場合の届出】
事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。以下同じ。）を引き下げた上で賃金改善を行う場合に
は、別紙様式６の特別な事情に係る届出書（以下「特別事情届出書」という。）により、次の各号に定める事項について届け出ること。

① 加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減
少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容
② 介護職員の賃金水準の引下げの内容
③ 当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
④ 介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続きを行った旨

介護職員処遇改善加算の届出手続き ５

【提出書類】
①特別な事情に係る届出書（別紙様式６）

【留意事項】
・ 年度を超えて介護職員の賃金水準を引き下げることとなった場合は、次年度の加算を取得するために必要な届出を行う際に、特別事
情届出書を再度提出しなければならない。
・ 介護職員の賃金水準を引き下げた後に①に掲げる状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前
の水準に戻さなければならない。



７

都道府県知事等は、加算を受け取っている事業者等が、

・加算の算定要件を満たさなくなった場合（加算の算定額に相当する賃金改善が行われていない、賃金水準の引下げを行いながら「特
別な事情に係る届出書（別紙様式６）」の届出が行われていない等）
・虚偽または不正の手段により加算を受けた場合

既に支給された加算の一部若しくは全部を不正受給として返還させ、または、加算を取り消すことができる（複数サービス事業所を一
括申請している場合は、指定権者間で連携をはかり、監査等を実施する）。

加算の停止、不正受給額の返還


